第23　特定地域の振興に関する要望

　過疎、山村、半島、産炭、豪雪、鉱山所在、離島、沖縄・奄美・小笠原など特定地域の振興を図るため下記事項の実現を強く要望する。

記

１　過疎地域の振興

　⑴　過疎地域町村に必要な財源が確保されるよう、地方交付税制度を堅持すること。

　　　また、過疎地域の自立促進を図るため、過疎対策事業債、辺地対策事業債の所要額を確保すること。

⑵　過疎地域の活性化を図るため、森林や農地等の整備を積極的に展開し、雇用拡大、地域産業の育成、定住の促進に繋がる施策を支援すること。

⑶　過疎地域の医療問題を改善するため、医療施設等の整備、医師・看護師等の確保、救急医療対策に係る財政支援を拡充すること。

　⑷　自然環境の保全や景観の維持に必要な施策を推進するとともに、観光資源を活用した観光産業を育成し、都市と農山村との共生・対流を推進すること。

　⑸　郵政事業の民営化にあたっては、過疎地域における郵政サービスの低下をきたすことのないようにすること。

２　山村の振興

⑴　山村を活性化し、豊かな山村社会の形成に資するため、基幹道路網の整備を促進すること。

⑵　都市と山村の共生・対流を促進し、山村の活性化に寄与するため、里山の再生・整備・利用を推進すること。

　⑶　山村における就業の場を確保すること。

３　半島地域の振興

　　⑴　半島地域の振興に資するため、関係道府県が策定する新たな「半島振興計画」に基づく施策が着実に実現できるよう金融・税制・財政上の支援措置を充実させること。

⑵　国土幹線軸からの遠隔性を解消するため、道路、鉄道、港湾等の交通基盤の整備を促進すること。

　⑶　観光基盤の整備を促進し、半島地域の優れた観光資源を活用した観光レクリエーション産業を育成すること。

　⑷　地理的条件から水資源の乏しい半島地域の総合的な水資源対策を推進すること。

　⑸　遅れが著しい下水道処理施設等の整備を促進すること。

４　産炭地域の振興

⑴　産炭地域の自立を促進するため、産炭地域振興実施計画

　　を先行的・重点的に推進すること。

⑵　閉山後の後処理や地域振興に要する特別な財政需要等産炭地域の実情を踏まえた地方交付税措置の拡充など特段の財政支援を行うこと。

⑶　工業団地の分譲促進等企業誘致対策を積極的に推進すること。

⑷　新たな「炭鉱技術移転５カ年計画」に基づく平成１９

年度以降の事業の継続を図ること。

　⑸　累積鉱害については、経過措置により確実に解消する

とともに、新たに発生する浅所陥没被害について、鉱害確認業務や支援を行うこと。

　⑹　炭鉱跡地（ぼた山を含む）等を活用した地域開発事業

の促進を図るため、特段の支援を講ずること。

　また、新たなぼた山災害が発生した場合には、国の責

任において適切な復旧措置を講ずること。

　⑺　特定地域開発就労事業の激変緩和措置の円滑な実施

を図ること。

５　豪雪地帯の振興

　⑴　「豪雪地帯対策基本計画」に基づき、施策を計画的・効率的に推進すること。

⑵　冬期交通を確保するため、道路、歩道、鉄道及びバス路線等の除雪・防雪・凍雪害防止対策の充実を図ること。

　　また、除雪機械に係る燃油高騰に対処するため、ガソリン税及び軽油引取税の減免措置を講ずること。

⑶　積雪による通信機能の停滞を防ぐため、通信用施設の整備促進と雪害防除策の強化を図ること。

⑷　厳しい自然環境に対応できる文教施設、生活環境施設、社会福祉施設等各種公共施設の整備を促進すること。

⑸　冬期無医地区等に対する医療体制を強化すること。

⑹　豪雪地帯町村に対し、地方交付税の傾斜配分強化を図るとともに、地方債の起債枠を拡大すること。

　⑺　豪雪地帯の個性ある活性化を推進するための事業を拡充すること。

⑻　雪下ろしが不要となる克雪住宅の普及に係る支援を促進すること。

⑼  雪処理の担い手を確保するため、ボランティアの育成や地域外からの応援に対する支援策を講じること。
　⑽　雪崩、地すべり、地吹雪等から人命や財産を守るため、雪害対策を強化すること。

　⑾　冬期における消防機能の低下を防ぐため、消防施設・設備の整備に係る財政措置を拡充すること。

６　鉱山所在地域の振興

⑴　鉱山所在地域の振興対策を推進するとともに、税財政対策の強化を図ること。

⑵　国内鉱山の探鉱開発の推進及び金属鉱産物備蓄制度の充実を図ること。

⑶　金属鉱業研修技術センター支援措置の強化を図ること。

⑷　鉱害防止対策の充実強化を図ること。

⑸　リサイクル事業支援の拡充等環境対策の推進を図ること。

⑹　鉱山跡地の利用等、鉱山資源の活用に対する財政措置の拡充強化を図ること。
７　離島地域の振興

⑴　港湾、漁港、道路等の離島振興関係事業を促進するため財政措置の充実を図ること。

⑵　地方交付税の傾斜配分を強化し、過疎対策事業債、辺地対策事業債の確保等により、離島市町村財政の充実強化を図ること。

⑶　離島における市町村合併については、当該市町村の自主性を尊重すること。

　⑷　離島医療の深刻な事情に鑑み、医師・医療従事者の確保、救急医療対策の強化並びに病院・診療所の施設整備等の離島医療対策の充実強化を図ること。

⑸　離島地域の介護保険制度を円滑かつ安定的に実施するため、介護サービス基盤整備等の財政措置を充実すること。

⑹　離島における航路、航空路の整備強化を図るとともに、情報通信体系を充実強化すること。

　⑺　離島における公立文教施設の整備並びに伝統的文化の保存・振興を図ること。

　⑻　離島の生活環境等を改善するため、必要な水資源の確保を図るとともに、環境衛生施設等の整備やエネルギー対策の強化を図ること。

　⑼　家電リサイクル法等の施行に伴い、本土に比べて収集運搬料金が高額となる場合には、住民の負担軽減のための特別措置を講ずること。

⑽　外国等からの海岸漂着物に係る収集処理費用等について国の負担を原則とする法律を早急に整備すること。

　⑾　離島における地震・津波・火山噴火等に対応するため、観測体制を強化するなど総合防災対策の充実を図ること。

　⑿　離島における経済活性化と定住化を図るため、農業・漁業の振興発展を図るとともに、都市と農山漁村の共生・対流を積極的に推進すること。

８　沖縄・奄美・小笠原地域の振興

⑴　沖縄の振興を図るため、港湾、漁港、道路及び空港等産業基盤の整備を促進するとともに、医療体制、生活環境施設等住民福祉向上のための財政措置を充実強化すること。

　⑵　奄美群島・小笠原諸島の両地域について、交通・産業基盤、生活環境施設等、本土との格差是正に向けた財政措置の充実を図ること。
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